
 
沖縄県在籍型出向等支援協議会 設置要綱 

 
１ 目的 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により事業活動の一時的な縮小を余
儀なくされる企業が増加する中で、一時的に雇用過剰となった企業と人手不足が生じて
いる企業との間で、在籍型出向により労働者の雇用を維持するために、地域において関
係機関が連携して、出向の情報やノウハウの共有、送出企業や受入企業開拓等を推
進することを目的として、沖縄県在籍型出向等支援協議会（以下「地域協議会」とい
う。）を設置・開催する。 

 
２ 構成員等 

地域協議会は、別紙「構成員名簿」に掲げる者を参集者として構成する。 
また、地域協議会は必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 
３ 協議事項 
   地域協議会は次に掲げる事項について協議する。 
（１）地域における雇用過剰、人材不足等現下の雇用情勢に関すること。 
（２）地域における出向の送出企業や受入企業の情報・開拓に関すること。 
（３）地域における関係機関間の連携に関すること。 
（４）地域における出向支援のノウハウ・好事例の共有に関すること。 
（５）各種出向支援策の共有など出向の効果的な実施の推進に関すること。 
（６）その他必要な事項に関すること。 

 
４ 事務局 

地域協議会の事務局は、沖縄労働局職業安定部に置く。 
 

５ その他 
（１）地域協議会の議事については、別に地域協議会で申し合わせた場合を除き、原

則として公開とする。 
（２）この要綱に定めるもののほか、地域協議会に関し必要な事項は別に定める。 
 
附則 
この要綱は、令和３年３月 12 日から施行する。 
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第２回 沖縄県在籍型出向等支援協議会 議事次第 
     

日時 令和３年 12 月２日（木）14：00～16:00 
場所 那覇第２地方合同庁舎１号館２階 大会議室 

 
  

1 開 会 
 

2 主催者代表あいさつ（沖縄労働局職業安定部長） 
 
3 議 題 

（１）現下の雇用情勢について 
（２）各種出向支援策等について 

①  在籍型出向に係る企業情報集約等連携体制について 
②  産業雇用安定助成金の活用状況及び制度改正について 

（３）マッチング機関の取組状況及び出向事例について 
①  沖縄県委託事業 （（株）JW ソリューション 沖縄営業所長 徳田様 ） 
②  産業雇用安定センター沖縄事務所 
③  在籍型出向活用事例 

（４）出向元・出向先企業及び出向労働者アンケート結果等について 
（５）その他・意見交換 

       
4 閉 会 

 
 
 
 

【配付資料】 
資料１   ：沖縄労働局説明資料（沖縄県の雇用の現下と課題） 
資料２－１：沖縄労働局説明資料（沖縄県在籍型出向等支援協議会連携体制） 
資料２－２：沖縄労働局説明資料（産業雇用安定助成金関係） 
資料３－１：沖縄県説明資料（新型コロナウイルス感染症対応休業者等マッチング事業取組状況について） 
資料３－２：産業雇用安定センター説明資料（産業雇用安定センターについて） 
資料３－３：在籍型出向制度活用事例（在籍型出向（部分出向）の活用について） 
資料４   ：沖縄労働局説明資料（在籍型出向に関するアンケート結果等） 
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沖縄県の雇用の現状と課題

② 完全失業率の推移（年平均）

観光関連産業で求人数が大幅に減少し、有効求人倍率が1倍を下回った一方、生産年齢人口の減
少傾向から、新型コロナウイルス感染症の収束後は人手不足が懸念。１ 雇用の「現状」

沖縄労働局
ハローワーク

＊資料【国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成30年推計）」
1

完全失業率は10年ぶりに上昇した。

＊資料：総務省・沖縄県「労働力調査」

① 有効求人倍率等の推移（年度平均）（就業地別）

④ 沖縄県の人口推移 ⑤ 産業別就業構造（令和２年）

全国に比べ製造業の割合が低く、医療・福祉、
宿泊・飲食サービス業などの第３次産業の割合が高い

＊資料：総務省・沖縄県「労働力調査」

＊資料：沖縄県【入域観光客概況」厚生労働省・沖縄労働局「職業安定業務統計」
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③ 新規高卒・大卒者の内定率の推移

着実に改善が進んできたが、全国に比べ以前として差がある

⑥産業別・新規求人数（令和２年度）
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注）各年３月末現在のもの ＊資料：厚生労働省・沖縄労働局「学卒関係業務統計資料」
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サービス

全国 沖縄

（％）

⑨ 非正規雇用労働者の割合

⑪ 年齢階層別離職率

２ 雇用の「課題」
求人の確保や雇用のミスマッチの解消が喫緊の課題だが、正社員有効求人倍率や非正規雇用労働者の
割合など、雇用の「質」の改善も必要。

（企業内における人材育成、働きやすい職場づくり、学生・若年者の職業意識啓発等が重要）

非正規割合 （男性） （女性） （若年者）

全国 38.2% （22.3％） （56.6％） （32.9%）

沖縄 43.1% （27.5％） （59.8％） （44.4%）
注：若年者は15～34歳の者

＊資料：総務省「H29年就業構造基本調査」
資料 ：総務省・沖縄県【労働力調査】

離職率は全国より高く、特に１５～２４歳で非常に高い

2

⑩ 高校・大学の就職後３年以内の離職率

就職後１年目の離職率が非常に高い

▼ 就職後３年以内の離職率（平成２９年３月卒）

高校卒 大学卒

全国

39.5% 32.8%

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

17.2％ 12.3％ 10.0％ 11.6％ 11.4％ 9.9％

沖縄

53.2% 39.0%

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

23.8％ 15.8％ 12.8％ 14.6％ 14.8％ 9.2％

＊資料：厚生労働省「新規大学卒業者の都道府県別離職状況」

全国一高い水準、特に若年者は全国平均を大きく上回る

4.4 
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4.0

6.0

15～29歳 30～39歳 40～54歳 55歳以上

全国 沖縄

（％）

⑧ 年齢階級別の完全失業率（令和２年）

特に、15～29歳の失業率が高い
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正社員求人倍率（全国）

正社員求人倍率（沖縄）

（倍
））

⑦ 正社員有効求人倍率の推移

着実に改善が進んできたが、全国に比べ以前として差がある

＊資料：厚生労働省・沖縄労働局「職業安定業務統計」

⑫職業別・有効求人数・有効求人倍率（常用）

求人数はすべての職種で減少、一部職業では希望求職者の減少に
よる有効求人倍率上昇がみられる。

資料出所 ： 総務省統計局 「 就業構造基本調査 」

※離職率＝離職者数／（継続就業者数+転職者数+離職者数）
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「労働市場の動き」令和３年１０月

沖縄の雇用情勢は、求職の超過が続いており、厳しい状況にある。新型コロナウイルス感

染症が雇用に与える影響に注意する必要がある。

○有効求人倍率（季節調整値）は0.80倍で、前月と同水準。
○新規求人倍率（季節調整値）は1.53倍で、前月より0.08ポイント低下。
○正社員有効求人倍率（原数値）は0.50倍で、前年同月より0.06ポイント上昇。

●令和３年１０月の沖縄県の完全失業率（季節調整値）は２.４％で前月より０.８ポイント改善。

【就業地別】

【参考】

1

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライ
ン上で｢求職者マイページ｣を開設した求職者数や、ハローワークインターネットサービスで探した求人に直接応募する｢オ
ンライン自主応募｣による就職件数等が含まれている。
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１．有効求人倍率・新規求人倍率の動き【就業地別】

（１）有効求人倍率

有効求人倍率(季節調整値)は0.80倍で、前月と同水準。
①月間有効求人数(季節調整値)は25,798人で、前月比0.3％増(74人増)となった。
②月間有効求職者数(季節調整値)は32,200人で、前月比0.1％減(31人減)となった。
③正社員の有効求人倍率(原数値)は0.50倍と前年同月より0.06ポイント上昇となった。
※有効求人倍率等の推移に関するグラフは1ページ目に掲載しております。

（２）新規求人倍率

新規求人倍率(季節調整値)は1.53倍で、前月より0.08ポイント低下。
①新規求人数(季節調整値)は9,525人で、前月比6.0％減(605人減)となった。
②新規求職申込件数(季節調整値)は6,225件で、前月比1.1％減(67件減)となった。

新規求人倍率の推移（季節調整値）
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２．求人の動き【就業地別】

（１）月間有効求人数について

月間有効求人数(原数値)は24,983人で、前年同月比15.3％増(3,316人増)と６か月連続の増

となった。うち常用求人は22,405人で、前年同月比15.3％増(2,965人増)となった。

（２）新規求人数について

新規求人数(原数値)は9,643人で、前年同月比9.7％増(856人増)と７か月連続の増加となった

うち常用求人(雇用期間が4か月以上の求人)は8,484人で8.4%増(661人増)となった。

主要産業別に前年同月比でみると、増加率が大きい順に、生活関連サービス業・娯楽業

64.7%増、運輸業・郵便業の46.9％増、宿泊業・飲食サービス業の20.8%増、サービス業(他にさ

れないもの）15.3%増｡ 一方、減少率が大きいものは、建設業の6.2%減となった。

（３）正社員求人数について

正社員新規求人数は3,736人で、前年同月比12.8％増（425人増)と７か月連続の増加となった。

新規求人数に占める正社員求人の割合は38.7％で、前年同月比で1.0ポイント上回った。正社員

有効求人数は9,756人で、前年同月比16.0％増(1,345人増)と７か月連続の増加であった。

（４）パートタイム求人について

新規求人数(原数値)は3,356人で、前年同月比7.0％増(221人増)となり、月間有効求人数は8,147

人で、前年同月比10.9％増(804人増)となった。

3

職業別有効求人倍率（常用・原数値）
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前年同月 差
前年同月 比 ▲ 6.2％ 14.8％ 8.0％ 46.9％ 1.3％ 20.8％ 64.7％ 0.1％ 15.3％ 16.5％

▲ 43 人 50 人 42 人 145 人 11 人 195 人 141 人 3 人 125 人 187 人

前々年同月 差
前々年同月 比 ▲ 19.8％ ▲ 8.7％ ▲ 38.4％ ▲ 5.4％ ▲ 37.4％ ▲ 38.8％ ▲ 28.2％ ▲ 20.8％ ▲ 37.5％ ▲ 6.9％

▲ 160 人 ▲ 37 人 ▲ 351 人 ▲ 26 人 ▲ 498 人 ▲ 719 人 ▲ 141 人 ▲ 787 人 ▲ 567 人 ▲ 97 人
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３．求職の動き

（１）月間有効求職者の状況

月間有効求職者数(原数値)は31,691人で前年同月比7.1％増(2,099人増)と34か月連続の増

加となった。そのうち常用は31,436人で、前年同月比6.7％増(1,986人増)と33か月連続の増

加となった。また、臨時・季節を希望する求職者は255人で、前年同月比79.6％増(113人増)

となった。

（２）新規求職申込みの状況

新規求職申込件数(原数値)は6,063件で、前年同月比1.6％増(98件増)と４か月連続の増

加となった。うち常用(雇用期間が４か月以上の職業紹介を希望する者)は6,018件で、前年

同月比1.4％増(83件増)と４か月連続の増加となった。また、臨時・季節は45件で、前年同

月比50.0％増(15件増)となった。

（３）雇用保険受給者の状況

雇用保険受給者実人員は7,752人で、前年同月比12.8％減(1,142人減)となった。

4

：

　　　 　前年同月比4.9％増(393人増))。うち常用（雇用期間が4か月以上）は7,356人で13.6％増（878人増）となった。
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新規求職者申込件数（常用）の状況について

就業・不就業の状態別

新規学卒を除き、パートを含む。（原数値）
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４．就職の動き

（１）就職件数について

就職件数は、1,430件(常用及び臨時・季節を合わせた総数)で、前年同月比8.5％

（133件減）と３か月ぶりの減少となった。

（２）県内就職について

県内就職は1,309件(就職件数全体に占める割合：91.5％)で、前年同月比10.7％減

(157件減)と３か月ぶりの減少となった。

（３）県外就職について

県外就職は121件(就職件数全体に占める割合：8.5％) で、前年同月比24.7増(24件

増)と３か月連続の増加となった。

5

５．ハローワークにおけるマッチング結果

令和３年１０月末時点の沖縄県内の各ハローワークでの職業紹介業務のうち、就職件数、

充足件数は下表のとおりとなりました。

累計（4月～１０月） 実績（月間） 那覇 沖縄 名護 宮古 八重山
10,056 1,333 586 450 154 80 63
(0.1％) (▲ 8.2％) (▲ 9.0％) (▲ 6.3％) (▲ 6.1％) (▲ 4.8％) (▲ 21.3％)

9,684 1,265 594 411 131 69 60
(▲ 1.7％) (▲ 9.3％) (▲ 9.2％) (▲ 7.4％) (▲ 10.9％) (▲ 12.7％) (▲ 15.5％)

※（　）内は対前年同月比。

各ハローワークの実績（月間）

3,990 493 246 173 34 13 24

就職件数（常用）

充足件数（常用）

雇用保険受給者の早期再
就職件数（９月分）

沖縄労働局全体

トピックス１
「令和4年1月以降の雇用調整助成金の特例措置等について」

新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金、新型コロナ
ウイルス感染症対応休業支援金・給付金について、 原則的な措置は、令和4年3月末ま
で現行の助成率の特例を継続しつつ、日額上限の段階的な見直しを行います。但し、業
況特例・地域特例は、令和4年3月末まで現行の日額上限・助成率の特例を継続します。
【資料1】

トピックス２
「障害者雇用チャレンジセミナー＆精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」開催！

これから障害者雇用に取り組まれる事業主を対象に、取り組み事例や雇用上の工夫、事
業主支援に関するオンラインセミナーを12月10日(金) に開催します。
また、精神や発達障害のある労働者の共に働く上での配慮などの理解を深めて頂くため、
精神・発達障害者しごとサポーター養成講座を同時開催します。【資料２】

トピックス３
「もにす認定制度のオンライン説明会」開催！

障害者の雇用に関する取り組み等が優良な中小企業を認定する障害者雇用優良中小事
業主認定制度（愛称：もにす認定制度）のオンライン説明会を12月15日(水)に開催します。
【資料３】



【参考】有効求人倍率・新規求人倍率の受理地別の数値について

（１）有効求人倍率【受理地別】について

①有効求人倍率(季節調整値)は0.74倍で、前月より0.01ポイント上昇。

②月間有効求人数(季節調整値)は23,764人で、前月比0.5％増(112人増)。

③正社員の有効求人倍率(原数値)は0.45倍で、前年同月より0.06ポイント上昇。

（２）新規求人倍率【受理地別】について

①新規求人倍率(季節調整値)は1.39倍で、前月より0.11ポイント低下。

②新規求人数(季節調整値)は8,648人で、前月比8.2％減(770人減)。

沖縄労働局では、有効求人倍率、月間有効求人数、新規求人倍率、新規求人数について、就業地別
の数値で雇用情勢の説明を行っております。

就業地別と受理地別の違いは次のとおりです。

・就業地別：求人票に記載された就業場所をもとに、実際に就業する都道府県別に有効求人数（新規求
人数）を集計して算出したもの。

・受理地別：求人を受理したハローワークが所在する都道府県別に有効求人（新規求人数）を集計して
算出したもの。

なお、月間有効求職者数及び新規求職申込件数では、受理地別・就業地別の区分は行っておりません。
これらの数値については、沖縄県内のハローワークにおいて、新規に受理された求職申込件数(新規求
職申込件数)および有効中の求職者数(月間有効求職者数)を発表しております。

○本発表に関連するデータは、沖縄労働局ホームページでご覧になれます○

【掲載先】

沖縄労働局ホーム>統計情報>求人求職・労働市場の動き＞統計情報＞労働市場の動
き

【ＵＲＬ】

https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-
roudoukyoku/jirei_toukei/kyujin_kyushoku/toukei/koyounougoki.html

○政府統計ポータルサイト「e-Stat」のご案内○

求人数、求職者数など一般職業紹介状況の全国及び都道府県ごとのデータは、政府統
計ポータルサイトe-Statにて提供しております。

【ＵＲＬ】

https://www.e-stat.go.jp/stat-search

/files?page=1&toukei=00450222&tstat=000001020327
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沖縄県在籍型出向等支援協議会 連携体制

送 出
（希望）
企 業

受 入
（希望）
企 業

・産業雇用安定センター沖縄事務所

・沖縄県委託事業
令和3年度新型コロナウイルス感染症対応休業者等マッチング事業事務局

資料２－１

沖縄労働局

・産雇金の周知・申請支援
・受入企業開拓及び
同意企業情報の提供

1

労働組合

出向契約

経済団体
金融機関

関係省庁

沖縄県在籍型出向等支援協議会

マッチング機関 （出向情報・好事例の収集）

社労士会

沖縄県

出向情報の収集

傘下企業等への
在籍型出向に係る制度周知

送出・受入希望企業
情報の提供

※事業所の同意が必要

送出・受入企業開拓

出向に係る相談・助言

傘下企業等への制度周知・情報収集
好事例・出向情報の共有

産雇金の相談

計画書・申請書
提出

受入企業情報提供

好事例等の提供

出向関係書類作成支援
助成金申請・手続き支援

出 向



沖縄労働局

令和３年度 沖縄労働局 産業雇用安定助成金業務に係る実績
令和3年12月2日

1

資料２－２



2 沖縄労働局

令和3年12月2日

令和３年度 産業雇用安定助成金支給申請書受理一覧表
（令和３年４月１日～10月31日支給申請書受理分より集計）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 合計

出向労働者数（人） 15 21 45 56 88 84 80 389

支給申請件数（件） 3 9 16 11 28 26 24 117
支給決定件数（件） 0 0 0 5 7 12 26 50

出向元支給決定額（円） 0 0 0 2,415,200 693,200 1,908,900 4,029,800 9,047,100
出向先支給決定額（円） 0 0 0 2,386,100 4,364,200 5,137,600 6,858,200 18,746,100

令和３年度 沖縄労働局 産業雇用安定助成金業務に係る実績
令和3年12月2日

産業雇用安定助成金支給申請の多い出向元事業所(産業別)順位 全１8社
１位 生活関連サービス業、娯楽業 5件
２位 サービス業（他に分類されないもの） 5件
２位 運輸業、郵便業 5件
４位 宿泊業、飲食サービス業 2件
５位 卸売業、小売業 1件

産業雇用安定助成金支給申請の多い出向先事業所(産業別)順位 全３６社
１位 医療・福祉 5件
２位 宿泊業、飲食サービス業 4件
２位 学術研究、専門・技術サービス業 4件
２位 サービス業（他に分類されないもの） 4件
２位 情報通信業 4件
6位 製造業 3件
6位 運輸業、郵便業 3件
6位 生活関連サービス業、娯楽業 3件
９位 卸売業、小売業 2件
９位 不動産業、物品賃貸業 2件
11位 教育、学習支援業 1件
11位 公務（他に分類されるものを除く） 1件



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

「在籍型出向」により労働者の雇用維持に取り組む事業主の皆さま／「在籍型出向」により人材を活用したい事業主の皆さまへ

「産業雇用安定助成金」のご案内

LL030728企07

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、
在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対して助成
します。
※助成金の詳細につきましては、「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認ください。

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を

余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象。

■前提：雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提。

助成金の対象となる「出向」

対象事業主

① 新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の

雇用維持を目的として出向により労働者（雇用保険被保険者）を送り出す事業主（出向元事業主）

② 当該労働者を受け入れる事業主（出向先事業主）

助成率・助成額

○出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、

出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業（※1） 中小企業以外（※1）

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額（出向元・先の計） 12,000円／日

○出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、

出向先事業主が出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要する措置を行った

場合に助成します。（※2）

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額 各5万円／1人当たり（定額）

【令和3年8月1日以降に新たに開始される出向に関する特例】

独立性が認められない事業主間の出向（※1）も、一定の要件（※2）を満たせば助成対象となります。

（※1）例えば、子会社間（両社の親会社からの出資割合を乗じて得た割合が50％を超える場合）の出向や

代表取締役が同一人物である企業間の出向など

（※2）新型コロナウイルス感染症の影響による雇用維持のために、通常の配置転換の一環として行われる出向と

区分して行われる出向が対象です。

その他の詳細につきましては、「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認下さい。

※3 出向元事業主が雇用過剰業種の企業や生産性

指標要件が一定程度悪化した企業である場合、

出向先事業主が労働者を異業種から受け入れる

場合について、助成額の加算を行います。

（※3）

（ガイドブックはこちら）

※1 独立性が認められない事業主間で実施される出向の場合の助成率：中小企業2/3、中小企業以外1/2

※2 独立性が認められない事業主間で実施される
出向の場合、出向初期経費助成は支給されません。



雇用調整助成金
2/3

2,400円

実質負担
1/3

1,200円

実質負担
10/10
8,400円

受給までの流れ

出向元事業主と出向先事業主との契約※1

労働組合などとの協定
出向予定者の同意

出向計画届提出・要件の確認※2※5

出向の実施

支給申請※3※５・助成金受給※4

※1 出向元事業主と出向先事業主との間で、出向期間、出向中の
労働者の処遇、出向労働者の賃金額、出向元・先の賃金などの
負担割合などを取り決めてください。

※2 出向元事業主と出向先事業主が出向計画届を作成し、出向開始日の
前日（可能であれば２週間前）までに都道府県労働局またはハロー
ワークへ提出してください（手続きは出向元事業主がまとめて行
います。）。

※3 1か月以上6か月以下の任意で設定した期間（月単位）ごとに
出向元事業主と出向先事業主が支給申請書を作成し、都道府県
労働局またはハローワークへ提出してください。（手続きは出
向元事業主がまとめて行います）

※4 支給申請書に基づき、出向元事業主・出向先事業主それぞれ
に助成金を支給します。

参考：助成額比較(イメージ）

例えば、次の条件の場合、以下のような助成額になります。

・ 出向期間中の賃金日額と出向元での直近の賃金日額のいずれか低い方の額 9,000円

・ 出向期間中の出向運営経費

－ 出向元賃金負担 3,600円、出向先賃金負担 5,400円、

－ 出向先で教育訓練および労務管理に関する調整経費など 3,000円

※ 出向元・先ともに中小企業事業主

※ 出向元事業主が労働者の解雇などを行っていない

※ 実際に支払われる助成額は、端数処理などにより異なる場合があります。

産業雇用安定助成金
9/10
3,240円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

実質負担
1/10
360円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に

関する調整経費など 3,000円）

実質負担
1/10
840円

産業雇用安定助成金
9/10
7,560円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に

関する調整経費など 3,000円）

■産業雇用安定助成金

※上記に加え、初回支給時に出向元・先双方に各10万円（一定の要件を満たす場合は5万円加算）を助成する場合があります。（出向初期経費）

一度の出向で、雇用調整助成金（出向）による出向元への助成措置

にも該当する場合があり得ます。この場合にはいずれか一方の助成金

のみが申請可能です。

■（参考）雇用調整助成金の場合

！

申請・お問い合わせ先

助成金を受けるにあたっての支給要件は、このリーフレットに記載されている以外にもあります。

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは最寄りの都道府県労働局またはハローワークまでお問い合わせください。

【雇用調整助成金、産業雇用安定助成金コールセンター】

電話番号 0120-60-3999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む

※最寄りの都道府県労働局及びハローワークのお問い合わせ先は厚生労働省HPをご確認ください。

※助成金の相談・申請先は都道府県労働局またはハローワークです。（公財）産業雇用安定センターではありませんのでご留意ください。

※５ 計画届の提出および支給の申請はオンラインでも受け付けています。
【雇用調整助成金・産業雇用安定助成金オンライン受付システム】

https://kochokin.hellowork.mhlw.go.jp/prweb/shinsei/

https://kochokin.hellowork.mhlw.go.jp/prweb/shinsei/


（公財）産業雇用安定センターでは

「出向」を活用して従業員の雇用を守る企業を

無料で支援しています！

（公財）産業雇用安定センターでは、新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用
過剰となった企業が、従業員の雇用を守るため、人手不足などの企業との間で「出向」を活用
しようとする場合に、双方の企業に対して出向のマッチングを無料で行っています。

全国47都道府県の県庁所在地に産業雇用安定センターの事務所があり、

無料で企業からのご相談を承っています。

産業雇用安定センターは、企業間の出向や移籍を支援することにより「失業なき労働移動」を実現するため、

1987年に国と事業主団体などが協力して設立された公益財団法人です。設立以来、22万件以上の出向・

移籍の成立実績があります。

（産業雇用安定センターホームページ）

お問い合わせ先

（公財）産業雇用安定センターとは

人手不足が感染症の影響で加速
している。人員の確保が急務。

感染症の影響で従業員の仕事がない。
雇用を維持するために一時的に他社
で働いてほしい。



百貨店総合スーパー
（受入企業）

電子部品・回路・デバイス製造業（送
出企業）

出向期間5か月
出向労働者2名

＜企業規模：29人以下＞ ＜企業規模： 29人以下＞

事例1：旅客自動車運送業 → 貨物自動車運送業

事例2：旅館・ホテル業 → 食肉加工・販売・飲食業

＜企業規模： 100人～299人＞

出向期間6か月
出向労働者2名

トラック運送会社（受入企業）

＜企業規模： 30人～49人＞

事例3：航空運送業 → 卸・小売業

＜企業規模：１万人以上＞

スーパーマーケット（受入企業）レストラン（送出企業）

出向期間6か月
出向労働者14名

＜企業規模： 5,000～9,999人＞

観光バス会社（送出企業）

訪日外国人旅行客を専門としているが、観
光バスが運行できない状況。バス運転手を
解雇してしまうとコロナ後に新たに確保し
ようとしても難しいことは明らかなので、
出向を活用して雇用維持を図りたい。

精密部品運送会社（受入企業）

精密部品を専門として輸送しているが、運
転手が慢性的に不足しており充足できてい
ない。観光バスの運転手であれば、精密部
品輸送に求められる丁寧かつ繊細な運転が
期待できるので出向として受け入れたい。

リゾートホテル（送出企業）

インバウンドの減少により宿泊客が大きく
減少しており雇用過剰の状況。これを機に
レストラン部門の調理人を新たな分野での
技術習得など人材育成ができるような形で
出向させたい。

レストラン（受入企業）

食肉加工の直営レストランを経営している。
調理人を正社員として採用したいと考えて
いたが、産業雇用安定センターの勧めもあ
り、同じ地域の企業のお役に立つことを意
図して出向受入に切り替えることとした。

航空運送業（送出企業）

コロナの影響で航空旅客取扱量が大きく減
少しており、雇用過剰となっている。社員
の丁寧な接客姿勢が活かせるような出向先
を確保して雇用を維持したい。

卸・小売業（受入企業）

新規出店を計画しているものの、新規採用
による人員確保ができていない。社会貢献
の意図も含めて、店舗での販売員として出
向で受け入れたい。当社の社員にも良い影
響が生じることを期待している。

感染症の影響を受けた企業の出向を活用した雇用維持の具体例

各地域でも出向支援の取り組みが始まっています（一例）

都道府県 概要 関係機関

千葉県

ちばの魅力ある職場づくり公労使会議において、「一時的に雇用過剰
となった労働者の雇用を守るため、人手不足などの企業間との雇用
シェアなど、支援に関する情報を広く発信する」ことなどを含む
公労使共同宣言を採択し、オール千葉で取り組むことを県内に発信

ちばの魅力ある職場づくり
公労使会議

愛知県
岐阜県
三重県

人材を送り出したい企業と受け入れたい企業双方のニーズを把握する
意向確認調査において人材マッチングの仕組みを利用したいと回答
した企業に対して、産業雇用安定センター3事務所（愛知、岐阜、
三重）及び中部産業連盟のコーディネーターがヒアリングした上で、
企業間の人材マッチングを実施

中部経済産業局、産業雇用
安定センター、中部産業
連盟、労働局、県、
経済団体、金融機関 など

佐賀県

県、産業雇用安定センターおよび労働局が締結した「失業なき労働
移動のための連携協定」に基づき、セミナーなどによる情報発信、
産業雇用安定センターと連携したハローワークでの相談窓口の開設、
アンケートによる出向ニーズの把握などを実施

産業雇用安定センター、
労働局、県

厚生労働省ホームページに在籍型出向支援策をまとめた専用ページを開設しました！
・具体的な出向事例や必要な準備事項、就業規則・出向契約書の雛形、留意点など、在籍型出向のイロハが

分かる「在籍型出向“基本がわかる”ハンドブック」
・各地域で独自に実施している送り出し希望企業や受け入れ希望企業の募集に関するサイト案内やセミナー開催情報
などを順次掲載していきますので、あわせてご活用ください。

（厚生労働省ホームページ）



都道府県労働局・ハローワーク

「在籍型出向」により・労働者の雇用維持に取り組む事業主の皆さま
・人材を活用したい事業主の皆さまへ

独立性が認められない子会社間などの「在籍型出向」も
産業雇用安定助成金の助成対象になります

LL030728企05

「産業雇用安定助成金」は、新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を
余儀なくされた事業主が、在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の
双方の事業主に対して助成を行うものです。

※助成金の詳細については、「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認ください。

新たに助成金の対象となる「出向」

助成率

出向運営経費
出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練、労務管理に関する調整経費など、
出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

助成率 2/3 1/2

上限額（出向元・先の計） 12,000円／日

※出向の成立に要する措置を行った場合に助成される「出向初期経費助成」は支給されません。

制度改正のお知らせ

助成金の概要

■資本的・経済的・組織的関連性などからみて独立性が認められない事業主間で実施される出向

申請・お問い合わせ先

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは最寄りの都道府県労働局、ハローワークまで

お問い合わせください。

[雇用調整助成金、産業雇用安定助成金コールセンター] 

電話番号 0120(60)3999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む

NEW

以下の項目全てを満たした出向が対象となります。

※助成金の相談・申請先は（公財）産業雇用安定センターではありませんのでご留意ください。

※助成金を受けるにあたっての支給要件は、このリーフレットに記載されている以外にもあります。

詳細は下記の「申請・お問い合わせ先」をご確認ください。

ガイドブックはこちら

NEW

・子会社間の出向（両社の親会社からの出資割合を乗じて得た割合が50％を超える場合に限る）

・代表取締役が同一人物である企業間の出向

・親会社と子会社の間の出向

・「人事、経理、労務管理、労働条件等の決定への関与」や「常時の取引状況」などを総合的に判断し、
独立性が認められないと判断される企業間の出向

※独立性が認められる事業主間で実施される出向の場合は、通常の助成率・助成額が適用されます。

■新型コロナウイルス感染症の影響による雇用維持のために、通常の配置転換の一環として行われる
出向と区分して行われる出向

■令和3年8月1日以降に新たに開始される出向

（例）

お問い合わせ先はこちら
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取組状況

１

2



送出企業
（出向済企業含）

12社95人
受入企業

（求人票登録済）
71社288人 出向成立 11件33人

本事業を通して、出向を検討される企業からの声として

コロナの収束（終息）が見えず、中々出向に踏み出せない。

（自社の事業が回復期を迎えた際に、社員がいないと対応できないという不安）

➢ 令和3年度 新型コロナウィルス感染症対応休業者等マッチング事業の取組について

3

産業分類別 社数

M 宿泊業、飲食サービス業 6

H 運輸業、郵便業 2

I 卸売業・小売業 2

G 情報通信業 1

R サービス業 1

産業分類別 社数

R サービス業 16

P 医療、福祉 14

D 建設業 12

I 卸売業・小売業 9

E 製造業 5

M 宿泊業、飲食サービス業 3

N 生活関連サービス業、娯楽業 2

産業分類別 人数

H 運輸業、郵便業 14

R サービス業 10

M 宿泊業、飲食サービス業 6

I 卸売業・小売業 2

G 情報通信業 1



部分出向（兼務出向）

について

２

4



Ａ社（出向元）に在籍しながら、Ｂ社（出向先）で勤務し、
出向期間が終わると再びＡ社に戻り勤務することです。

部分出向
とは？

在籍型出向
とは？

Ａ社に在籍し、A社で勤務しながら、Ｂ社でも勤務することです。
「兼務出向」ともいわれます。

＜例＞
①週末だけA社で他はＢ社で勤務する
②月始めと月末のみA社で他はＢ社で勤務する

このように、勤務日一部分のみの出向をいいます。

5



月曜日、火曜日はA社（出向元）で勤務し、

水曜日～金曜日はB社（出向先）で勤務する。

1週間（曜日）の中で繁忙・通常・閑散が存在する業種だと

部分出向のメリットがでやすくなります。

月 水 木 金 土 日火

B社で勤務（出向先）

A社で勤務
（出向元）

休
み

➢ 部分出向のイメージ 1（週内で曜日単位で区切り勤務を行うケース）
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繁忙期の月末月初はＡ社（出向元）で勤務し、
月の中旬はＢ社（出向先）で勤務する。

日 月 火 水 木 金 土

１

２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

９ １０ １１ １２ １３ １４ １５

１６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９

３０ ３１

A社

A社で勤務（出向元） B社で勤務（出向先）

B社で勤務（出向先）

B社で勤務（出向先）

B社で勤務（出向先） A社で勤務（出向元）

A社で勤務（出向元）

➢ 部分出向のイメージ 2（月内で月末月初等の区切りで調整し勤務を行うケース）
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部分出向の

メリットと留意点

３
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■出向元

⚫ 一時的な人材余剰に対応可能

⚫ 離職を防ぐことができる

⚫ 繁忙と閑散の時期が週単位、月単位、年間単位の特定の期間で流動的

な場合でも人材シェアが可能

⚫ 社員のモチベーション維持、キャリア形成に役立つ

⚫ 地域の会社、人とのつながりを持つことができる

⚫ 人件費の負担軽減

➢ 出向元のメリット

元

9



■出向先

⚫ 一時的な労働力不足に対して即戦力の人材を活用できる

⚫ 採用コストをかけずに人材を獲得できる

⚫ 繁忙と閑散の時期が週単位、月単位、年間単位の特定の期間で流動的

な場合でも人材シェアが可能

⚫ 社員のモチベーション維持、キャリア形成に役立つ

⚫ 地域の会社、人とのつながりを持つことができる

➢ 出向先のメリット

10



■過重労働になるおそれがあるため、出向元と出向先の

双方で労働日数・労働時間の通算管理が必要であること

■産業雇用安定助成金を活用する場合

・出向先で勤務を行う日と同一日に出向元において勤務

を行わないこと

・１か月ごとの出向先で勤務する日数が出向元において

出向前の１か月の所定労働日数の半分以上であること。

例→元々の所定労働日数が20日の場合、10日以上の勤務が出向先で必要。

➢ 留 意 点

11



➢ 本事業についてのお問合せ

株式会社JTB沖縄 担当 ：仲里 優

令和3年度
新型コロナウィルス感染症対応休業
者等マッチング事業 事務局

TEL ： 098-860-7704

MAIL：
m_nakazato@okw.jtb.jp

株式会社りゅうせきフロントライン 担当 ：金城 辰雄

株式会社JWソリューション 担当 ：徳田 泰一

本事業に関するご質問、
または部分出向に関するご不明点は
お気軽にお問合せください

12



産業雇用安定センターについて

産業雇用 01

応援します、頑張るあなたの新職場!!

資料３－２



産業雇用安定センターについて

02

プラザ合意に伴う円高不況の進行により、大量の余剰人員が生まれ雇用不安が高まっていた時代、１９８７年（昭和６２年）

３月に当時の労働省、日経連、産業団体※などが協力して失業なき労働移動を支援する公的機関 と して

設立されました。
以来、厚生労働省、経済・産業団体や連合（労働組合）などとの密接な連携のもとに、本部と全国４７都道府県の地方事務
所の連携による全国的なネットワークにより出向・移籍の支援事業に取り組んでいます。
主な事業は、人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間に立って、 情報提供・相談等の支援を行い、出向・移籍

の成立に結び付ける「人材の橋渡し」の業務を で実施しています。無料

雇用調整等のニーズのある 企業様（送出）と 雇い入れご希望の企業様（受入）との間で
人材マッチングサービスを提供しています。
１ ２

送出 受入

２１

※ 基本財産出捐団体

一般社団法人 日本造船工業会
一般社団法人日本鉄鋼連盟
電気事業連合会
一般社団法人 全国銀行協会
一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本電機工業会
一般社団法人 セメント協会
日本化学繊維協会
日本製紙連合会
日本石炭協会
日本紡績協会
一般社団法人 日本民営鉄道協会
一般社団法人 日本船主協会



一目でわかる産業雇用安定センター
厚生労働省と

経済産業団体が協力

雇用の
セーフティ
ネット

として設立した
公的機関

約22万人

再就職・出向の実績 幅広い業種の企業出身者
が担当

約500人
のコンサルタント

質の高い求人情報

企業訪問
による

求人開拓

地域ネットワークによる
多様な求人

企業様・個人の方の
再就職・出向にかかる費用

UIJターン
対応 無料

全国47都道府県事務所
のネットワーク

03

専任コンサルタントが
寄り添ってサポート

マンツーマン
対応

地元企業
公的機関
からの独自求人
多数あり



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2019年度 135 130 101 89 52 158 80 68 99 86 101 141

2020年度 79 90 107 67 114 171 126 283 498 344 503 679

2021年度 475 618 682 611 390 521 441
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2019年度計 1,240人

2020年度計 3,061人

2021年度計 3,738人
(4～10月)

全国合計
出向の月別成立数の推移（2019年度～2021年度）

注）2021年度の各月の数字は速報値であり、今後修正する場合がある。

（人）

0４



沖縄事務所
出向の月別成立数の推移（２０１９年度～２０２１年度）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2019年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2020年度 2 0 0 0 1 0 0 3 11 7 7 7

2021年度 5 5 24 3 20 14 7

0

5

10

15

20

25

30
（人）

2019年度計 0人

2020年度計 38人

2021年度計 78人
(4～10月)

０５



新型コロナ感染症の影響を受けた企業の在籍出向を活用した雇用維持の具体例
受け入れ企業の

業態 受け入れの理由

保険会社
機器販売会社

事務職員不足を補うため出向社員を
受け入れたい。

パン製造・
店舗販売会社

若い社員の模範となり、指導ができる
人材を出向で受け入れたい。

病院
病院入口で来院者の検温・手指消
毒・県外（海外）渡航歴確認業務
を担う職員を出向受入したい。求める
人材は接客業務に長けた方。

衣類製造・販売
会社

2月～5月の繁忙期をこれまで派遣会
社から受け入れていたが、当センター担
当者の紹介で在籍型出向で受入。

コールセンター
慢性的に社員不足の状況、短期間の
コール業務を期間限定で出向で受け
入れたい。

０６

沖縄事務所

送り出し企業の
業態 送り出しの理由

空港グランドハンド
リング業

コロナ禍により業務量激減、在籍型出
向で社員の雇用を維持したい。また、
他社（業種）への出向により社員の
スキルアップを図りたい。

お土産品販売業

コロナ感染症の影響で観光客数及び
一人当たりお土産購入量（額）減。
コロナ後を見据えて雇用を維持したい、
また、社員の経験を他社で発揮しても
らいたいと在籍型出向を希望。

旅行業

コロナ感染症で個人旅行客・グループ
旅行客が大幅に減少、また、ツアー旅
行企画も組めない状況で、社員の雇
用維持のため在籍型出向を希望。

観光業

沖縄本島内の観光バス会社、コロナ
感染症の影響で観光客が減り業務量
激減、従業員の雇用維持のため在籍
型出向を希望。



在籍型出向支援のプロセスの概要

送出企業： 在籍型出向を活用し、一時的に社員を出向させて雇用維持を図りたい企業

産
業
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー

在籍型出向支援等協議会

受入企業： 在籍型出向を活用して、一時的に人材を確保したい企業

送出情報の収集

受入情報の収集

事業所訪問により具
体的な送出情報・受
入情報を収集

マッチング

送出企業と受入企業との
間で、出向に係る諸条件
について事前に話し合い
の場を設定。

（助成金の周知と活用勧奨）

マッチング

✓ 出向期間や出向期間中の賃金・労働
時間等の労働条件等の明示

✓ 出向対象労働者の選定・募集
✓ 出向対象労働者の同意や労働組合と
の合意

✓ 就業規則等に出向規定を整備 など

出向元企業の人事労務担
当者、出向対象労働者や
労働組合に、受入企業の
職場や職務内容、勤務時
間の実態などの職場見学
を場を設定

職場見学

STEＰ３：職場見学
出
向
契
約
の
締
結

STEＰ４

出
向
の
開
始

✓ 出向期間や職務内容の規定
✓ 賃金負担などの取り決め
✓ 勤務時間や時間外労働など
労働条件の明確化

✓ 社会保険等の取扱い など

STEＰ５

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

STEＰ６
労使団体、金融機関、社労
士会、労働局ほか行政機関
など

STEP１：情報収集
STEP２：企業間面談

出
向
元
企
業
や
産
雇
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
継
続
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

【社内手続】

0７



マンガでわかる！ 在籍型出向

初めて在籍型出向の活用を検討する事業主とその従業員の方に、まずは在籍型出向の枠組みの
概要や実際の事例を理解していただくために、冊子「マンガでわかる！在籍型出向」を配付し説明
しており、センターや厚生労働省のＨＰでも提供しています。

０８（全24ページより抜粋）



在籍型出向（部分出向）の活用
について

資料３－３



出向元 出向先

■ 事業内容： 運輸業 運輸業

貨物取扱 荷物取扱（宅配）

■ 従業員数： 1,198 名 1,350名
（ 2021年3月末時点）
■ 出向人数：118名（月変動あり）：現在の状況１０月以降、緊急事態解除後、業務も少し

ずつ回復しているため、状況に合わせ段階的に出向人数を減少

させ、現時点では約６０名程度出向させている。

■ 出向期間：2021年5月～2022年3月（月単位でシフトを組み その後、出向先で

人が必要な場合人員を追加で調整を行っている。）

■ 雇用調整助成金の活用（教育訓練）あり

１



在籍型出向（部分出向）を利用したいと

思ったきっかけ

１



他社の業務経験を通して知見を広げ、従業員自身のキャリアアッ

プ、成長に繋げるため。

会社の貨物取扱量減少に伴い、一時的に過剰となった人材を他社

へ送り出して雇用を守るため。

とりわけ部分出向については、自社の必要な生産体制に合わせて

出向の人数が調整できることにメリットを感じている。

在籍出向のきっかけは、本社主導で出向先企業と調整。

１

２



出向を成功させるため

取り組んだこと

２



従業員自身に意欲があることが前提であるため、出向者は基本的

に社内公募により人選した。

出向が決定した従業員へ上長等による面談を行い、出向の意義、

期待度を伝えて送り出した。

出向から戻った従業員へインタビューを実施し、他社を経験して

の感想や気づきを社内で共有した。（部分出向ではない既に終了

した通常出向者を対象に実施）

2

３



実際利用するにあたって、

課題になった事（従業員）

3



部分出向では、月数回の出向となる従業員もおり、慣れない環境

が続くため出向先で疎外感を感じることがある。

(対応)⇒自社の上長等が必要に応じて面談を実施し、従業員のモ
チベーション維持を図っている。

3

４



実際に利用するにあたって、

課題になった事（事務手続）

4



弊社では、コロナ禍以前から在籍型出向を行っているため、出向

契約のノウハウは一程度持っているが、産業雇用安定助成金申請

における手続き上は、別途必要な手続きや書類作成があり、手続

きに時間を要した。

例えば、助成金申請の要件には、労働組合と在籍出向に関する協

定を結ばないといけない等。

(対応)⇒労働局相談窓口へ相談し対処している。

4

５



実際に出向を実施して

感じたメリット

5



貨物取扱量が減少したことで働き甲斐を見失う従業員が存在する

中、他社で働くことがモチベーションの維持、向上に繋がってい

る。

他社を経験したことで従業員の視野が広がり、自社の業務を見つ

め直す良いきっかけとなっている。

例えば：ホテル業に出向した際、丁寧な接客の対応を体験、習得することにあたり今まで

の業務を客観的に見つめ直すきっかけとなった。

人手不足が生じている企業の一助となり、社の方針でもある地域

社会の活性化に貢献できている。

5

６



部分出向を検討中の
企業へ一言

6



同じような業種の方がうまくいき、お互い得る部分が多いと感じ

た。

従業員にとっての負荷としては、業務内容が変わるため頭の切り

替えが必要。

出向先、元のメリットとして

お互いの企業の業務の作業工程等の改善のヒント得られる。

6

７



業務の閑繁にあわせ人員の送り出しが可能。一般の在籍出向に比

べ短期間単位で人員配置を組むことができ臨機応変な対応が可能

である。先が見えないコロナ禍の状況において部分出向は効果的。

まとめ



８



在籍型出向に関する
ヒアリング結果について

資料４

全国協議会資料より抜粋





１



２



３



４



事
例
NO

事例のポイント ヒアリング先 出向元企業の業種/仕事の内容 出向先企業の業種/仕事の内容
ペ
ー
ジ

1 出向労働者への
精神的ケア 出向元企業 運輸業、郵便業/

乗務員、駅員等 娯楽、宿泊、公務/フロント等 5

2 出向労働者への
精神的ケア 出向元企業 宿泊業、飲食サービス業/

調理等 サービス業/調理等 7

3
出向労働者への
精神的ケア
出向先の職場
活性化

出向元企業
出向先企業
労働者

卸売業、小売業/
医療機器営業SE、医療コンサル

卸売業、小売業/販売
アドバイザー、医療コンサル 9

4 仕事内容の
親和性・即戦力 出向先企業 卸売業、小売業/

倉庫内作業、配達 運輸業、郵便業/倉庫内作業 12

5 仕事内容の
親和性・即戦力

出向元企業
出向先企業
労働者

卸売業、小売業/
お土産の販売、飲食

卸売業、小売業/フルーツ販売、
洋菓子製造 14

6 短期間の
人材ニーズの充足

出向先企業
労働者

生活関連サービス・娯楽業/
バスガイド 医療・福祉業/調理補助 18

７ 短期間の
人材ニーズの充足

出向元企業
出向先企業
労働者

宿泊業、飲食サービス業/
フロント・受付業務等 建設業/草刈り、庭木手入れ 21
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（別添２） 

 

議事概要： 沖縄 労働局 
 

協 議 会 名 称 第２回沖縄県在籍型出向等支援協議会 

開 催 日 時 令和３年 12 月２日（火） 14 時 00 分～16 時 00 分 

会 議 形 式 対面 

会 議 開 催 場 所 那覇第 2 地方合同庁舎 1 号館 ２階大会議室 

会 議 出 席 者 出席者名簿のとおり（４名欠席うち 2 名は代理出席） 

 

議 題 １ 現下の雇用情勢について 

発 言 者 等 議題１にかかる発言概要・決定事項等 

沖縄労働局 

職業安定課長 

資料１により説明 

・沖縄県の雇用の現状と課題 

 現状：観光関連産業で求人が大幅に減少し、有効求人倍率が１倍を下回った

一方、生産年齢人口の減少から、新型コロナウイルス感染症の収束後は人出不

足が懸念される。 

 課題：求人の確保や雇用のミスマッチの解消が課題であるが、正社員有効求

人倍率や非正規雇用労働者の割合など、雇用の「質」の改善も必要。 

・直近の労働市場の動き（令和３年 10 月） 

 〇有効求人倍率は 0.80 倍で、前月と同水準 

 〇新規求人倍率は 1.53 倍で、前月より 0.08 ポイント低下 

 〇正社員有効求人倍率は 0.50 倍で、前年同月より 0.06 ポイント上昇 

決 定 事 項 等 質疑等なし 

 

議 題 ２ 各種出向支援策等について 

発 言 者 等 議題２にかかる発言概要・決定事項等 

沖縄労働局訓練室 

就職支援コーディネ

ーター 

① 「在籍型出向に係る企業情報集約等連携体制について」 

資料 2－1 により説明 

・在籍型出向制度・助成金の周知、余剰人員の送出・人出不足企業等の情報収

集及び産業雇用安定センター等マッチング機関への情報提供・誘導等各構成員

の役割と相互の連携体制について再確認。 

沖縄労働局 

職業対策課 

地方雇用開発担当官 

② 「産業雇用安定助成金の活用状況及び制度改正について」 

資料 2－2 により説明 

・産業雇用安定助成金の活用実績 

  出向元企業数：18 社（主に観光関連産業が活用） 

出向先企業数：36 社（人出不足分野の医療・福祉がトップ） 

支給申請件数：117 件（10 月末現在） 



・独立性が認められない子会社間等の出向も一定の要件を満たせば産業雇用

安定助成金の対象となるよう改正された。 

決 定 事 項 等 

（ 質 疑 応 答 ） 

国土交通省 

大阪航空局 空港部 

 

沖縄労働局 

地方雇用開発担当官 

 

【① 資料２－２関係】 

出向元、出向先企業は助成金等によってメリットはあると思うが、出向する本

人は出向することによって（細かい契約を結ぶと思うが）給料が下がるという

ことはないか。当然今の給料かそれ以上もらうものと理解してよろしいか。 

 

産業雇用安定助成金については、出向前の賃金と同等とされ幅を設けている。

具体的には元の賃金の 85～115％の範囲内でないと対象とならないことにな

っている。 

 

 

議 題 ３ マッチング機関の取組状況及び出向事例について 

発 言 者 等 議題３にかかる発言概要・決定事項等 

沖縄県委託事業受託

者兼事業受託者 

（株）JW ソリューシ

ョン 

 

① 「沖縄県委託事業の取組状況について」資料 3－1 により説明 

・沖縄県委託事業「新型コロナウイルス感染症対応休業者等マッチング事業」

の取組状況について、送出企業 12 社 95 人、受入企業 71 社 288 人、出向成立

11 件 33 人となっている。 

・部分出向について、週内（曜日単位）、月内（月初、月末）の区切りのイメー

ジ、出向元・出向先のメリットと留意点について説明。 

産業雇用安定センタ

ー沖縄事務所長 

 

 

② 「産業雇用安定センターの取組状況について」資料 3－2 により説明 

・沖縄事務所の出向の月別成立件数の推移 

・在籍型出向を活用した雇用維持の具体例の紹介等 

・沖縄県の企業は「出向」というものに馴染みがない 

沖縄労働局 

訓練室長補佐 

 

 

③ 「在籍型出向活用事例について」資料 3－3 により説明 

・在籍型出向（部分出向）について、活用のきっかけ、取組、課題、メリット、

部分出向を検討中の企業へのアドバイス等産業雇用安定助成金を活用してい

る運輸業者へのヒアリング内容を紹介。 

決 定 事 項 等 

（ 質 疑 応 答 ） 

沖縄県経営者協会 

 

 

 

 

（株）JW ソリューシ

ョン 

 

 

 

 

【① 資料３－１関係】 

 

部分出向について初めて聞いてすごくいい制度だと思う。資料３－１で送出企

業 12 社 95 人、受入企業 71 社 288 人となっているが、今の状況から考える

と、送出企業は意外と少ないが何故か。 

また、この事業は沖縄県だけか、全国的に似たような事業を行っているのか。 

 

・我々も事業を始める前までは逆だと思っていた。送出しが少ない大きな要因

は 3 つあると思っている。 

一つは、産業雇用安定センターも説明していたが、そもそも出向というものに

馴染みが非常に薄い。事業の案内をしても、出向とは何をやったらいいのか、

どんなものなのか、イメージが湧かないということが非常に大きな要因だと思

っている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本労働組合総連合

会沖縄県連合会 

 

 

 

 

（株）JW ソリューシ

ョン 

 

 

沖縄労働局 

地方雇用開発担当官 

 

沖縄総合事務局 

開発建設部 

 

 

（株）JW ソリューシ

ョン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本労働組合総連合

会沖縄県連合 

  

2つ目は、雇用調整助成金は企業そのもので雇用維持を図る助成金であるので、

まずはそれを活用し、切れてから出向を検討するという企業が多い。 

3 つ目は、いつコロナの収束を迎えるのかわからない状況の中で、明確に「従

業員を何名送り出す」という意思表示をすることに躊躇する。というこの 3 点

が大きな要因と考えられる。 

・他の都道府県でこのマッチング事業と同一のものが行われているかどうか

は把握していない。近しい事業はいくつかあるし、これは沖縄県の事業である

が、ほぼ同様な事業を民間が行っているのは全国的には存在する。 

 

部分出向について伺いたい。 

第 1 回地域協議会ではこの説明はなかったと思うが、実にいい制度だと思う。 

長期間出向するのは、働く側からすれば不安感があるが、部分的（月の半分等）

に出向できるのであれば労働者も少しは安心できるのかと思う。 

実際に利用している企業はあるのか。 

 

現在、県のマッチング事業では部分出向の事例はまだない。成立した出向はす

べてがいわゆる完全出向となっている。 

出向に躊躇する企業への提案材料の一つとして案内しいているところである。 

 

産業雇用安定助成金については、出向先企業は３６社、出向元企業は１８社利

用している。その中で、部分出向は２組が活用している。 

 

①資料３－１の 3 ページで出向期間や就業規則等でなかなかマッチングがで

きていないという説明があったが、それ以外に産業ごとの特殊性など理由を把

握していれば教えていただきたい。 

 

具体的事例になりすぎるかと思うが、宿泊飲食サービス業、サービス業、その

他分類されない業種で顕著にみられたのは、企業としては出向させて少しでも

従業員の雇用維持を図りたい。ところが雇用調整助成金があるがゆえに、コロ

ナが始まった段階では皆さん不安を持ちつつも働かなくても休業手当がもら

えるという現状があり、従業員としてはこのまま休業手当を受け取りたい。と

いう話も聞こえた。 

その他の業種の特徴としては、送出と受入双方の企業の親和性の高い業種であ

れば出向することに従業員の不安はそれほどなかったが、建設業や福祉・介護

等、受入れしたい企業とそれ以外の送出企業はそこの業種と関連性がない企業

が多いことから、業務のイメージがつかない、もしくは今持っている能力と出

向先に求められる能力と齟齬がある。そういうケースが散見された。 

 

【② 資料３－２関係】 

出向した方の平均出向期間はどのくらいか伺いたい。 

 



産業雇用安定センタ

ー 沖 縄 事 務 所 長 

当センターでお手伝いした事例では、一番長い方で 1 年、企業の事情・契約に

もよるが、短い方で 3 か月、平均は概ね 6 か月位で推移している。 

 

議 題 ４ 出向元・出向先企業及び出向労働者アンケート結果等について 

発 言 者 等 議題４にかかる発言概要・決定事項等 

沖縄労働局 

訓練室長補佐 

 

 

資料４により説明 

令和 3 年 8 月都道府県労働局にて産業雇用安定助成金の計画届を受理した出

向元事業所 336 社、出向先事業所 341 社、出向経験労働者 382 人の回答の集

計結果と好事例（抜粋）の紹介。 

決定事項等 

（質疑応答） 

沖縄県商工会連合会 

 

沖縄労働局 

訓練室長補佐 

 

 

在籍型出向のヒアリング結果等は、産業雇用安定センターを活用した企業から

のヒアリングか。 

 

産業雇用安定助成金の計画書を提出した事業所に対してヒアリングした内容

となっている。 

産業雇用安定センターを活用したか否かは別の話で、活用した事例と活用して

いない事例もある。 

 

議 題 ５ その他・意見交換 

発 言 者 等 議題５にかかる発言概要・決定事項等 

沖縄県商工会議所連

合会  

・当会の会員企業は小規模・零細企業が多いので、なかなか出向の情報・相談

はない。 

・ただし以前から産業雇用安定センターとは定期的に情報交換しており、例え

ば●●（株）が本県から撤退する場合は情報を共有していた。 

・昨年度から雇用調整助成金の相談は多くあり、その場合には社労士会の先生

を一時的に出向してもらって、対応した事例もある。今のところそのニーズが

多いことが実態ではないか。 

・今後、コロナの影響を受けて更に業績悪化も懸念されるので、助成金も含め

在籍型出向について周知していきたい。 

沖縄県商工会連合会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当会は、都会地域以外のその周辺部の町村を管轄する団体となっており、会

員になれるのは従業員数 5 名未満、製造業・建設業は 20 名未満となっている。 

基本的に小規模事業所となっているので、しっかりと雇用を維持するための取

組まではできていないのがほとんどである。 

・相談自体あまりない。コロナまん延の時は雇用調整助成金の話はあったが、

店舗や事業所等が非常に頑張って耐え忍んだというところだと思う。 

・出向という言葉に馴染みがない。（活用している事業所は）周りにもいない

し、同業者のもいない。果たして、自社の従業員を他所の会社に送り込んで、

いつ帰してくれるのか、帰ってくるのか、あるいは出向で出向く側の人が自分

は元の会社に戻れるのか、戻りたくないと言ったらどうなるのか等いろんな思



 

 

 

 

 

 

（株）JW ソリューシ

ョン 

 

惑・疑念が働くのではないか、警戒心があったのではないかというような気が

する。 

・当会では事例がなく申し訳ないが、規模の小さい事業所でも勉強のために大

きい企業に出向させている等の事例があれば（会員企業に）紹介しやすいかと

思う。 

 

実際に成約した企業の規模的な例では、送出企業は、社員 4～5 人の人材サー

ビス業で、受入したのはシティ系のホテルで名のある大きな企業との成約もあ

った。 

それ以外では、ある程度売上規模のある企業同士の出向事例が多い。 

沖縄県中小企業団体

中央会 

・当会は産業雇用安定センターから頻繁に情報をいただいているので、指導員

が各担当の組合員（約３５０）に案内している。産業雇用安定助成金についても

ホテル関連とか卸売業、観光バス・タクシー等運輸業にも周知している。 

・観光客減少の影響を受けている業種はホテル、バス・タクシー、お土産ショップ、体

験工房等いろんな部分で営業時間を減らしている。 

雇用に関してあるホテルに聞いたところ、休業したホテルの従業員を組合事務局で受

入れたり、別のホテルの話だと助成金を活用して介護施設とか営業の方を IT 企業へ

出向させた事例はある。 

・同じ業界であれば同業者が（助成金を）使えば事例が伝わって、利用する事業所も

増えていくのではと感じている。 

また、ホテル関係はしっかりコロナ対策をしている事業所も増えており、昨年は GoTo ト

ラベルのおかげで少しは来客もあり大丈夫だったという話であるが、11 月で比較すると

売り上げを落としている事業所が多い。 

沖縄県社会保険労務

士会 

コロナ禍において、雇用調整助成金の対応で社労士会も社労士もこの２年間走

り続けた。 

それ以外にも助成金の種類が非常に多く、日頃から助成金を扱っているが、そ

の中で、コロナ関係の助成金を最優先に事業所の応援で動いてきたところ。 

ようやく落着き始めてきたかなと感じている。 

・産業雇用安定助成金についても今後取り組まないといけないと思っている

が、これが進まない理由として、雇用調整助成金を使って労働者に給料が出て

いるのでわざわざ出向させなくてもいいということがネックになっているか

もしれない。 

・出向先で労働者がキャリアを積んでまた戻ってくる。いわゆるメリットを PR

してそれが本人のために役に立つということになれば非常に受けがいいので

もっと制度活用が広がるのではないか。 

株式会社琉球銀行 ・コロナが始まった当初、全国紙で出向の話が合った時は受入れの相談はあっ

た。お客様 CS 関係で専門的な人材を一時的に受け入れた事案はあった。 

ただ、長引くにつれてコロナ慣れしているところがあり、（送出しの）相談は

少なくなってきている。逆にコロナとともに経営戦略を立てるための人材が欲

しいという企業が増えてきており、現場のほうは、今は「コロナ有りき」の経

営戦略にシフトしているのではという印象を受けている。 



株式会社沖縄海邦銀

行 

・当行のコロナ関連の取組としては、金融機関なのでこの２年間は直接的な融

資等条件変更による資金繰り支援を中心に実施してきた。ようやくひと段落し

ている状況。 

・在籍型出向のご案内は後手に回ってきたというのが正直なところである。 

現場の営業店についてもそのような感覚はないので、我々としてはしっかりと

現場に伝えて、周知を図りたい。 

・産業雇用安定センターとは常時情報交換をしながら勉強しているので、今後

の取組を強化したい。 

沖縄県銀行協会 ・金融機関は比較的規模が大きくグループ企業の数も多い。本体は金融業務の

専門性が高い。受入れとしては技術的に厳しいところがあるが、グループ企業

の中には非金融部門もあるので、受入れの周知をしているところ。 

・先ほどからの急激な普及がないという理由としては、金融支援が非常に多

い。運転資金、無利子の融資等そのほか諸々支援金がある中で当然ながら倒産

企業は減っているので、敢えてそこまでは必要ない。顧客の話を聞いても、支

援慣れしているところが見え隠れする。 

「コロナだからではなく、景気の変動の落差が激しい時にもこの制度は使える

んだ」と掘り下げたところで各金融機関は取引先の企業に周知を図る必要があ

る。農協等を含めると１２行あるネットワークの面を広げて周知を図りたい。 

沖縄総合事務局 

経済産業部 

・コロナで一番影響が大きいのは観光に頼っている沖縄県であり、ダメージを

受けている企業の雇用については厳しい状況。まだこの事業は引続き行う必要

がある。 

・当部も毎月、企業、商工会議所、市町村と連携して確認しており、最近は落

着いてきているが、まだまだ第６波を警戒して動きが鈍っている状況がある。 

・先ほど、他県の動きは？との話があったが、昨年は埼玉県で実施したようだ

が、他の県ではあまり使われていない。沖縄の厳しい状況に対応するため引続

きやっていくことが大切。 

沖縄総合事務局 

開発建設部 

 

 

・建設業は、特に沖縄のリーディング産業となっており、従事者がかなり多い

産業となっているが、なかなか業種的に出向の馴染みがない。 

今回の協議会を受けて、改めて業界に周知していきたい。 

・せっかくの機会なので、建設業を取り巻く最近の状況を簡単に説明したい。 

建設業は人材不足の状況にあり、定着率が非常に低い、いわゆる３Ｋといわれ

る事業。そういった状況を解決するため、処遇を改善するという事で働き方改

革と賃金を上げていこう を目途に取り組んでいるところ。 

働き方改革としては、週休２日を徹底、発注者特に公共工事では徹底していく。

賃金については、工事現場において若い技能者には賃金体系がわかりづらい、

事跡が見えづらいということがあるので、いま、「キャリアアップシステム」

に登録し、各現場にはカードリーダーを設置しカードをタッチしていってそれ

ぞれ現場に入った実績を記録していって段階的に職長になっていくという、い

わゆる賃金の見える化をしようということで、例えば何年たてばだいたい年収

がこのぐらいなるということを示して処遇改善に努めていきたい。 

引続き建設業の発展に取り組んでいきたい。 



沖縄総合事務局 

運輸部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄労働局 

職業安定部長 

・運輸業については大変な状況であり、コロナが落ち着いてきたと思ったら軽

石が漂着したり、石油が高騰したりこれらにダイレクトの影響を受ける業種と

いうことで、引続き困難になっている。 

・当部では運輸関係業者、観光関係業者に説明会を開催しており、その中で在

籍型出向について紹介している。使う資料として、内閣官房コロナ室が定期的

に更新している「コロナに伴う各種ご支援のご案内」で３種類の「事業を守る」、

「雇用を守る」、「生活を守る」の「雇用を守る」の部分で、産業雇用安定助成

金と雇用調整助成金について紹介している。事業再構築補助金と近いかなと思

うが、こういう制度があるということを紹介して、一部の事業所には利用いた

だいているが、総量としてはそう使われてはいないと思う。 

今日の配付の資料を使って周知していきたい。特に漫画の資料（マンガでわか

る在籍型出向）は分かりやすいので活用したい。 

 

来年度の産業雇用安定助成金の予算はどういう状況か。 

 

産業雇用安定助成金に関しては、引続き制度としては残していくということに

なっているので、活用を進めていただければと思う。 

決 定 事 項 等 

沖縄労働局 

訓練室長 

 

 

 

これまでの貴重な御意見踏まえ、引続き在籍型出向支援の取組を進めてまいり

たい。 

構成員の皆様には、今後とも当該事業に御協力をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 


